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レセプトデータに⾒るCOVID-19の影響
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p患者数の推移
• レセプト件数は減っている＝来院患者数減
• 初の緊急事態宣⾔が発令された令和2年5⽉は⼤きく落ち込んだ
• 現在はかなり戻ってきているが診療科によっては後遺症が⼤きい

pレセプト単価だけを⾒ていると医療機関はコロナバブル？
• レセプトの3要素

• 件当⽇はグラフで⾒ると変化は⼤きいが影響は少なめか
• 件当点、⽇当点ともにむしろ右肩上がり

4 新型コロナウイルス感染症に負けないクリニック経営



5 新型コロナウイルス感染症に負けないクリニック経営

出典：中央社会保険
医療協議会資料



6 新型コロナウイルス感染症に負けないクリニック経営
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9 新型コロナウイルス感染症に負けないクリニック経営



10 新型コロナウイルス感染症に負けないクリニック経営

出典：中央社会保険医療協議会資料

pアフターコロナ対策 ・対⾯の場⾯を減らす事もアピールポイントに
• レセプト単価の落ち込みが予想される 。スマートクリニックの台頭

年齢階層別の受診者の割合
オンライン診療電話診療



pコロナ禍はいつまで続く？
• ワクチン接種が進んだとはいえ、気休めにすぎない
• 治療薬が普及してようやく⼀安⼼できる

• オンライン診療に活路を⾒出すか？
• 医師の意⾒も温度差あり
• 都市部と郊外でも温度差あり
• 患者の意⾒も割れるところ

• オンライン診療の診療単価を考える
• 単体では利益は出ない
• 令和4年改定がどうなるか？
• 特例措置が解除された場合も踏まえた対策が必要
• 処⽅⽇数の考え⽅によっても⼤きな違いが出る

• 座して待つのでは無く・・・
• 健康相談なども織り交ぜる
• 将来の顧客リストにする

11 新型コロナウイルス感染症に負けないクリニック経営



請求の可能性がある診療報酬について
〜今までのCOVID-19特例点数のおさらい〜
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請求点数例
• 基本的な診療報酬の項⽬例

• 対 ⾯ 診 療 ：初診料・再診料 など
• 情報通信機器を⽤いた診療：オンライン診療料／特例初診料※／電話等再診料 など
• 訪問による診療：在宅患者訪問診療料／往診料 など

※特例初診料とは「初診料（新型コロナウイルス感染症・診療報酬上臨時的取扱）」

• 新型コロナウイルス感染症特例による項⽬例
• 慢性疾患の診療、院内トリアージ実施料、乳幼児感染予防策加算、救急医療管理加算、
⼆類感染症患者⼊院診療加算 等
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オンライン診療／電話等診療について14



オンライン診療／電話等診療について15



新型コロナウイルス感染症特例点数の算定要件の概要
pあくまでも算定要件の概要です。詳細は別途通知をご参照ください

https://www.medsus.jp/index.shtml

p乳幼児感染予防策加算（50点）
• 令和4年3⽉末まで算定可能な特例点数
• 「⼩児の外来診療におけるコロナウイルス感染症2019 （COVID-19）診療指針につい
て」に沿った基本的な感染対策を実施していること

• マスターコードが付与されているので電⼦カルテ／レセコン代理店に確認を

p慢性疾患の診療・精神疾患の診療（147点）
p電話等による診療で特定疾患療養管理料、通院精神療法の代替となるもの

p管理料関係
p在宅⾃⼰注射指導管理料等は必要な材料等を給付することで算定可能
p在宅酸素療法指導管理料（その他）（2400点）
pニコチン依存症管理料１（初回）（147点）
pニコチン依存症管理料１（５回⽬）（155点）
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新型コロナウイルス感染症特例点数の算定要件の概要
p院内トリアージ実施料

• 特例措置であり地⽅厚⽣局への届出は不要
• 対⾯での診療で以下の要件を満たした場合に算定
• 新型コロナウイルス感染症（COVID-19）を疑った患者に対して、「新型コロナウイ
ルス感染症（COVID-19）診療の⼿引き」に沿った基本的な感染対策を実施している
こと

• マスターコードが付与されていますので電⼦カルテ／レセコン代理店に確認を

p緊急往診加算
• ⾃宅・宿泊療養中の新型コロナウイルス感染症患者が対象
• 当該患者⼜はその看護に当たっている者から新型コロナウイルス感染症に関連した求
めに応じて緊急に求められて往診を⾏った場合に算定

• 点数は⾃院の基準により異なる
• マスターコードが付与されていますので電⼦カルテ／レセコン代理店に確認を
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新型コロナウイルス感染症特例点数の算定要件の概要
p救急医療管理加算１（令和3年7⽉30⽇以降に算定可能）

• 本来は⼊院で算定する項⽬だが、特例措置のため⼊院外での算定が可能
• 往診料、訪問診療料に加算（９⽉２８⽇以降は外来にも拡⼤、後述）
• 1医療機関、1⽇1回の算定
• マスターコードが付与されていますので電⼦カルテ／レセコン代理店に確認を

p⼆類感染症患者⼊院診療加算（令和3年8⽉16⽇以降に算定可能）
• 「⼊院」と⼊っていますが、特例措置のため⼊院外での算定が可能
• 情報通信機器を⽤いて新型コロナウイルス感染症に係る診療を⾏った場合
• 特例初診料の214点、電話等再診料73点に加算
• 1医療機関、1⽇1回の算定
• マスターコードが付与されていますので電⼦カルテ／レセコン代理店に確認を
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令和４年度診療報酬改定について
中央社会保険医療協議会の議論から
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令和４年診療報酬改定の特徴
• ２０２５年を⾒据えた流れの中で積み残された課題の解決

• ⼊院は微調整

• 外来はかかりつけ医機能を中⼼に⼤きく⼿を⼊れられる
• 地域包括ケアシステムを⾒据えた改定
• 在宅医療や訪問薬剤指導等

• 調剤報酬の動きに要注意
• 調剤薬局と如何に連携するかが今後の医療機関経営の鍵を握る
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外来医療の今後のイメージ21



令和４年度診療報酬改定の流れ22



令和４年度診療報酬改定に向けた論点整理１
pコロナ・感染症対応について

p現⾏の特例措置の効果検証等も踏まえつつ、今後の新型コロナウイルス感染症対
策のあり⽅について、どのように考えるか。

p第8次医療計画に向けた検討状況も踏まえつつ、新型コロナウイルス感染症をはじ
めとする新興感染症等に対応できる医療提供体制の構築に向けた取組について、
どのように考えるか。

p外来について
p中⻑期的に地域の医療提供体制が⼈⼝減少や⾼齢化等に直⾯する中、外来機能の
明確化・連携や、かかりつけ医機能の強化等を推進し、患者にとって安⼼・安全
で質の⾼い外来医療の提供を実現するための、診療報酬の在り⽅について、どの
ように考えるか。

pオンライン診療を安全性・信頼性を確保しながら推進していく観点から、「オン
ライン診療の適切な実施に関する指針」の⾒直しを踏まえ、診療報酬上の取扱い
も含めて実施に向けた取組を進めることとなるが、その際に考慮することとされ
ている対⾯診療との関係等について、どのように考えるか。
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令和４年度診療報酬改定に向けた論点整理２
p在宅について

p在宅医療について
p今後、在宅医療の需要が⼤幅に増加することが⾒込まれる中、在宅医療を担う医療機
関と市町村・医師会との連携、及び、医療・介護の切れ⽬のない提供体制の構築等を
推進し、質の⾼い在宅医療を⼗分な量提供できるようにするため、診療報酬の在り⽅
について、どのように考えるか。

p在宅患者訪問薬剤管理指導について
p今後、在宅医療の需要が⼤幅に増加することが⾒込まれる中、薬物療法に関わる関係
者が、患者の服薬状況等の情報を共有しながら、最適な薬学的管理やそれに基づく指
導を実施し、在宅患者が有効で安全な薬物療法を切れ⽬なく継続的に受けられるよう
にするための診療報酬の在り⽅について、どのように考えるか。

p⼊院について
p⼈⼝減少・⾼齢化が着実に進み、医療ニーズの質・量が徐々に変化し、マンパワの制約も
⼀層厳しくなる中、個々の患者の状態に応じて、適切に医療資源が投⼊され、より効果
的・効率的に質の⾼い⼊院医療が提供されるよう、医療機能の分化・連携の促進を推進す
る⼊院医療の提供体制の評価のあり⽅について、どのように考えるか。
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令和４年度診療報酬改定に向けた論点整理３
p調剤について

p薬局・薬剤師が、対物中⼼の業務から、患者・住⺠との関わりの度合いの⾼い対
⼈業務へとシフトすることにより、薬物療法や健康維持・増進の⽀援に⼀層関わ
り、患者・住⺠を⽀えていくことが重要であることを踏まえ、診療報酬のあり⽅
について、どのように考えるか。

pかかりつけ薬剤師・薬局の普及の促進、多剤・重複投薬への取組、処⽅箋の反復
利⽤など、「経済財政運営と改⾰の基本⽅針2021」等を踏まえた今後の対応につ
いて、どのように考えるか。

pオンライン服薬指導については、今回の新型コロナウイルス感染症の感染拡⼤に
際しての時限的措置の実績を踏まえ、医薬品医療機器等法に基づくルールの⾒直
しが⾏われることを踏まえ、診療報酬について、具体的に、どのような検討が必
要か。
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令和４年度診療報酬改定に向けた論点整理４
p個別事項について

p不妊治療の保険適⽤について
p診療報酬改定においては、有効性・安全性等が確認できた医療技術等については、保険適
⽤としてきたことを踏まえ、不妊治療についても同様に、関係学会の作成したガイドライ
ン等に基づいて有効性・安全性等の確認を進めることとしてはどうか。なお、医薬品等に
ついては、有効性・安全性等の確認、薬機法上の承認の可否等について、薬事・⾷品衛⽣
審議会、医療上の必要性の⾼い未承認薬・適応外薬検討会議において検討が⾏われる。

pさらに、現時点において有効性・安全性等が確認できないものの、今後、保険適⽤を⽬指
すものについては、先進医療等の保険外併⽤療養費制度の活⽤が考えられる。その際、令
和4年度診療報酬改定において適切に対応を実施する観点から、保険医療機関から先進医療
に係る申請があった場合には、申請を受理した上で先進医療会議において、まずは、技術
的な審議を進めておくことができることとしてはどうか。なお、先進医療として実施する
ことの決定は、保険適⽤の範囲に係る議論を踏まえる必要があることから、令和4年度診療
報酬改定と併せて⾏うこととしてはどうか。

p有効性・安全性等の確認をより的確に実施する観点から、中医協総会において関係学会等
からヒアリングを⾏うことについて、どのように考えるか。

26



令和４年度診療報酬改定に向けた論点整理５
p個別事項について

p医薬品の適切な使⽤の推進について
p医薬品の適切な使⽤の推進について、これまでの診療報酬上の対応なども踏まえ、どのよ
うに考えるか。

p昨今の後発医薬品の品質や安定供給に係る問題も踏まえつつ、新⽬標との関係を踏まえた
後発医薬品調剤体制加算等の⾒直しの検討など、「経済財政運営と改⾰の基本⽅針2021」
や「成⻑戦略実⾏計画2021」を踏まえた今後の対応について、どのように考えるか。

p働き⽅改⾰の推進について
p今般の改正医療法において⻑時間労働の医師の労働時間短縮のための措置等が整備された
ことなど、これまでの医師をはじめとした医療従事者の働き⽅改⾰の取組や、これまでの
診療報酬上の対応を踏まえ、働き⽅改⾰の推進に対する診療報酬の在り⽅について、どの
ように考えるか。
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直近の外来医療の論点
※本稿⼊稿時点（１１⽉４⽇）時点の論点です
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外来医療について⽰された論点

• かかりつけ医機能

• ⼩児のかかりつけ医機能

• 医療機関間の連携

• ⽣活習慣病の管理

• ⽿⿐咽喉科の診療
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かかりつけ医について30



かかりつけ医とかかりつけ医機能31



⽇医かかりつけ医機能研修制度32



薬局でもかかりつけの概念が浸透33



⼩児かかりつけ診療料の要件緩和？34



医療機関間の連携（診療情報提供料）35



診療情報提供料（Ⅲ）の要件緩和？36



⽣活習慣病の管理37



地域包括診療加算等の対象疾患追加？38



⽣活習慣病管理料の点数⾒直しと要件緩和？39



⽿⿐咽喉科の診療１40



⽿⿐咽喉科の診療２41



⽿⿐咽喉科の診療３42



医療機関へのIT化のうねり
電⼦処⽅箋について
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データヘルス集中改⾰プラン44



電⼦処⽅箋の概要45



紙処⽅箋と電⼦処⽅箋の⽐較46



電⼦処⽅箋のメリット？47



電⼦処⽅箋の運⽤イメージ48



かかりつけ医とかかりつけ薬局の連携
知っておきたい調剤報酬の仕組み
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調剤報酬の体系50



薬局における対⼈業務とは？51



在宅医療と調剤薬局52



分業率と分業が⽬指すもの53



医薬分業に対する厚⽣労働省の考え⽅54



患者のための薬局ビジョン55



かかりつけ薬局と対象となる患者像56



ポリファーマシーの現状と取り組み57



ポリファーマシーの診療報酬上の評価58



重複投薬、残薬解消に対する評価59



意外と知らない調剤薬局の指導内容１60



意外と知らない調剤薬局の指導内容２61



意外と知らない調剤薬局の指導内容３62



調剤薬局と医療的ケア児63



在宅医療について
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在宅医療について65



在宅医療連携モデル（板橋区）66



在宅医療連携モデル（柏市）67



在宅医療についての論点と意⾒
p論点

p今後、在宅医療の需要が⼤幅に増加することが⾒込まれる中、在宅医療を担う医療機関と市町村・
医師会との連携、及び、医療・介護の切れ⽬のない提供体制の構築等を推進し、質の⾼い在宅医療
を⼗分な量提供できるようにするため、診療報酬の在り⽅について、どのように考えるか。

p在宅医療に係る診療報酬上の評価
p 24時間の往診体制・連絡体制を構築した場合の評価として継続診療加算が創設されたが、まだあまり普及
していない。24時間対応を義務とするのではなく、例として、すぐに⼊院できる病床を確保している医療
機関や、地域の⼀次救急と連携した上で、在⽀診でない⼀般の医療機関も含めて、在宅を担う医療機関同
⼠の連携により、地域でチーム医療として⾏えるようにするような評価を⾏うべきではないか。

p在宅療養⽀援病院と⼀般の診療所との連携を進めることで、24時間の在宅医療を提供する体制構築を進め
るべきではないか。

p在宅療養⽀援診療所の届出や継続診療加算を届出ない理由として、24時間体制が理由として最も多いが、
24時間体制の確保は在宅医療に重要ではないか。そのため、⾃院のみで体制を確保することが困難な場合
に、他の医療機関と連携して在宅医療を提供するような場合についての報酬の在り⽅をさらに検討するべ
きではないか。

p量の確保のために安易に要件緩和等を⾏うべきではなく、質の担保を前提に、かかりつけ医を中⼼とし、
地域の中で在宅の取組を進めていくべきではないか。
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不妊治療について
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不妊治療について１70



不妊治療について２71



不妊治療について３72



不妊治療について４73



不妊治療について５
p不妊治療にかかる論点

p診療報酬改定においては、有効性・安全性等が確認できた医療技術等については、保険適⽤として
きたことを踏まえ、不妊治療についても同様に、関係学会の作成したガイドライン等に基づいて有
効性・安全性等の確認を進めることとしてはどうか。なお、医薬品等については、有効性・安全性
等の確認、薬機法上の承認の可否等について、薬事・⾷品衛⽣審議会、医療上の必要性の⾼い未承
認薬・適応外薬検討会議において検討が⾏われる。

pさらに、現時点において有効性・安全性等が確認できないものの、今後、保険適⽤を⽬指すものに
ついては、先進医療等の保険外併⽤療養費制度の活⽤が考えられる。その際、令和4年度診療報酬改
定において適切に対応を実施する観点から、保険医療機関から先進医療に係る申請があった場合に
は、申請を受理した上で先進医療会議において、まずは、技術的な審議を進めておくことができる
こととしてはどうか。なお、先進医療として実施することの決定は、保険適⽤の範囲に係る議論を
踏まえる必要があることから、令和4年度診療報酬改定と併せて⾏うこととしてはどうか。

p有効性・安全性等の確認をより的確に実施する観点から、中医協総会において関係学会等からヒア
リングを⾏うことについて、どのように考えるか。
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ご静聴・ご視聴ありがとうございました
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